
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＯ．１０３０ 
２０１７年１月１５日 
電話 ３２８－２６５６ 
FAX ３５９－５０４７ 

熊本市中央区手取本町１-１ 3 階 

下位   

メール：kumamsu@gamma.ocn.ne.jp 
HP：http://www.jcp-kumamoto.com/ 
 

 

【
控
室
か
ら
】 

 
 

転
倒
に
注
意 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

上
野 

み
え
こ 

  

新
年
早
々
、
自
転
車
の
ペ
ダ
ル
を
踏
み
外
し
て
、
ズ
テ

ン
！
と
転
ん
で
し
ま
い
ま
し
た
。
勢
い
よ
く
転
ん
だ
の
で
、

子
ど
も
の
よ
う
に
膝
小
僧
を
大
き
く
擦
り
剥
き
、
は
れ
上

が
っ
て
し
ま
い
ま
し
た
。
１
０
年
か
２
０
年
、
久
し
く
転

ん
だ
こ
と
が
な
か
っ
た
の
で
び
っ
く
り
し
ま
し
た
が
、
友

人
に
「
骨
折
し
な
く
て
よ
か
っ
た
ね
」
と
言
わ
れ
、
軽
傷

で
済
ん
だ
こ
と
に
感
謝
し
ま
し
た
。 

 

最
近
は
、
高
齢
者
サ
ロ
ン
な
ど
で
、「
転
倒
防
止
」
に
つ

い
て
お
話
を
聞
く
機
会
も
多
々
あ
り
ま
し
た
が
、
自
分
は

対
象
外
と
思
っ
て
い
ま
し
た
。
高
齢
者
の
場
合
は
、
転
倒

し
骨
折
と
い
う
ケ
ー
ス
も
多
く
、
入
院
で
も
す
れ
ば
衰
え

が
す
す
む
ケ
ー
ス
も
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。 

 

と
も
あ
れ
、
転
ん
で
気
づ
い
た
こ
と
は
、
高
齢
者
ば
か

り
で
な
く
、
私
の
よ
う
な
お
っ
ち
ょ
こ
ち
ょ
い
も
含
め
て
、

誰
で
も
転
倒
に
は
要
注
意
と
い
う
こ
と
で
す
。 

 

昨
年
は
地
震
発
生
も
あ
り
、
大
変
な
１
年
で
し
た
。
い

よ
い
よ
本
格
的
な
復
興
へ
と
す
す
ん
で
い
く
今
年
、
み
な

さ
ま
も
、
け
が
や
病
気
に
は
十
分
に
注
意
さ
れ
、
元
気
な

１
年
を
送
っ
て
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。 

  

 

 熊本地震で被災した一部損

壊世帯に対して、修理費用１００

万円以上の世帯に１０万円、さら

に住民税非課税世帯とひとり親

世帯に３万円の支給が行われま

す。 

【工事の対象範囲】 

 議会の論戦と合わせ、多くの署

名が寄せられるなど、市民の世論

が、支援制度実現の大きな力とな

りました。 

 制度の詳細は以下の通りです。 

【申請に必要なもの】  申請書、り災証明書、振込口座の通帳の写し、 

印鑑、修理工事の領収書、修理工事の内容がわかる書類 

【申請窓口】 各区役所 総合相談窓口 

【申請期限】 ２０１８年３月３１日 

 一部損壊世帯のうち、住民税非課税世帯とひとり親世帯へ３万円が

支給されます。両方に該当する世帯は６万円の支給となります。 

 まだ、申請受付が始まっていません。１月下旬もしくは２月上旬を

めどに申請が開始される予定です。 

弁護士による「無料法律相談」のご案内 
 毎月定例で無料の法律相談を行っています。どなたでもご利用できます。震災に関わる法

律相談も含め、ぜひご利用ください。 

「事前予約制」です。ご希望の日時に電話予約をお願いします。 
 

● １月１８日（水） 午後２時～４時 

 中央区生活相談所（大江 5‐15‐20）     ℡ 375‐2200 

● ２月１０日（金） 午後４時～６時 

 東区生活相談所（広木町７-２３-２）     ℡ 328‐2656 

● １月２５日（水） 午後１時 30 分～４時 

山本のぶひろ渡鹿生活相談所（渡鹿 6‐5‐60）℡ 362‐5181 

● １月２３日（月） 午後６時～８時 

 北区生活相談所（武蔵ケ丘 1‐10‐1）        ℡ 338‐2001 

● ２月９日（木）  午後１時～４時  
   菜の花法律事務所（南区江越 1‐17‐12）   ℡ 322‐2600 

弁護士による「無料法律相談」のご案内 
 毎月定例で無料の法律相談を行っています。どなたでもご利用できます。震災に関わる法

律相談も含め、ぜひご利用ください。 

「事前予約制」です。ご希望の日時に電話予約をお願いします。 
 

● １月１８日（水） 午後２時～４時 

 中央区生活相談所（大江 5‐15‐20）     ℡ 375‐2200 

● ２月１０日（金） 午後４時～６時 

 東区生活相談所（広木町７-２３-２）     ℡ 328‐2656 

● １月２５日（水） 午後１時 30 分～４時 

山本のぶひろ渡鹿生活相談所（渡鹿 6‐5‐60）℡ 362‐5181 

● １月２３日（月） 午後６時～８時 

 北区生活相談所（武蔵ケ丘 1‐10‐1）        ℡ 338‐2001 

● ２月９日（木）  午後１時～４時  
   菜の花法律事務所（南区江越 1‐17‐12）   ℡ 322‐2600 

弁護士による「無料法律相談」のご案内 
 毎月定例で無料の法律相談を行っています。どなたでもご利用で

きます。震災に関わる法律相談も含め、ぜひご利用ください。 

「事前予約制」です。ご希望の日時に電話予約をお願いします。 
 

● １月１８日（水） 午後２時～４時 

 中央区生活相談所（大江 5‐15‐20）     ℡ 375‐2200 

● ２月１０日（金） 午後４時～６時 

 東区生活相談所（広木町７-２３-２）     ℡ 328‐2656 

● １月２５日（水） 午後１時 30 分～４時 

山本のぶひろ渡鹿生活相談所（渡鹿 6‐5‐60）℡ 362‐5181 

● １月２３日（月） 午後６時～８時 

 北区生活相談所（武蔵ケ丘 1‐10‐1）        ℡ 338‐2001 

● ２月９日（木）  午後１時～４時  

   菜の花法律事務所（南区江越 1‐17‐12）   ℡ 322‐7731 
 



  

国の補助事業の対象となら

ず、県の復興基金からの補助

を受ける場合には、住民負担

が発生します。 

対象工事費から５０万円を

差し引いた額の３分の２が基

金からの補助ですので、残り

の３分の１が住民負担になり

ます。 

 

 

 

住民負担が発生 
（県の復興基金の支援） 

 

復興基金による 

支援制度 

 

 
【補助額】 

・対象工事費から 50 万

円を控除した額の 3分

の 2を補助（限度額は

1,000 万円） 

 

【対象工事】 

・のり面の保護工事 

・よう壁の復旧工事 

・住宅の基礎の補正 

（ジャッキアップ等） 
など 

 

 

 

住民負担がゼロ 
（熊本市が自主財源で負担） 

①既存国庫補助事業 

約 1,300 件（18％） 

災害関連地域防災 

がけ崩れ対策事業 

宅地耐震化推進事業 

②宅地耐震化推進事

業の拡充制度 

約 400 件（6％） 

大規模盛土 

造成地滑動 

崩落防止 

事業 

宅地液

状化防

止事業 

被災宅地総数（推定）約 7,200 件 

国庫補助事業による支援 

①+②＝約 1,700 件

（24％） 

国庫補助事業以外の支援 
③約 5,500 件（76％） 

日本共産党 市議会だより 2017 年 1 月 15 日号 

液状化や宅地被害について、

国の補助事業の対象になる地域

では、個人費用の分を熊本市が

自主財源で負担することになり

ました。 

補助要件としては、道路など

のインフラと隣接している宅地

で、がけ崩れの場合、がけ高

３ｍ以上、宅地の場合は盛土

高２ｍ以上で、がけ・盛土の

上に家屋が２戸以上あること

など。液状化の場合は、約３

千平方ｍ以上で１０戸以上の

密集地などです。（右表参照） 

 

■地滑りの場合「大規模盛土造成地滑動崩落防止事業」 

 高さ２ｍ以上の盛り土の上に家屋が２戸以上。周辺道路に被害を

与える恐れがある場合 

■がけ崩れの場合「災害関連地域防災がけ崩れ対策事業」 

 高さ３ｍ以上のがけで、２戸以上の家屋に影響がある場合 

■液状化の場合「宅地液状化防止事業」 

 約３０００平方ｍ以上で、家屋が１０戸以上ある密集地の場合 
（※液状化で傾いた家屋をジャッキアップするなど、復旧のための補正は対象

になりません） 

いっぽうで、国の補助事業

の対象から外れる世帯が全体

の７割以上もあります。 

その場合、県の基金により

まかなうことになりますが、

５０万円を超える分の工事

（限度額１千万円）で３分の１

の住民負担が発生します。 

東日本大震災の仙台市で

は、１０分の１まで住民負担

を軽減しました。 

住民への丁寧な説明ととも

に、住民負担が最大限軽減さ

れるよう、本市独自の取り組

みが求められます。 

復興基金からの支援事業は、以下

のとおりです。 

■住宅の基礎の補正（傾いた家屋

のジャッキアップなど） 

■地盤の復旧 

■よう壁の復旧 

■崩れた旧よう壁の撤去 など 
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